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電気計器の種類、構造について 

 

電気計器は、一般家庭、商店、事業所、工場などに設置され、電気料金の基礎データや新エネ

ルギー購入量等の公的手続に記載する証明となる電力・電力量を計量する。 

 

１．電気計器の分類 

電気計器は、電気の使用量を直接計量するもの（単独計器）と、変成器と共に使用して計量す

るもの（変成器付計器）があり、下記のように分類される。なお、それぞれの計器には、構造・

原理の違いで機械式と電子式の２方式がある。 
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２．電気計器の役割について 
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電力量計 
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３．電気計器の使用例（家庭用単独計器） 

 

100V 電球 
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テレビ 

ブレーカ、分電盤 

電力量計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．電気計器の外観図（家庭用単独計器） 
 
 

                
（１）機械式について 

                       

○有効期間 10 年の電力量計 

定格電流：30A, 120A, 200A の 3種類 

 

○有効期間 7年の電力量計 

定格電流：20A,60A 

（昭和 45年頃に製造終了） 

120A 計器 200A 計器 

（２）電子式について 

                                     

○有効期間 10 年の電力量計 

定格電流：30A, 120A, 200A, 250A

の 4 種類 

250A 計器 

（3時間帯）30A 計器 

（2時間帯）
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５．電力量計の構造（家庭用単独計器） 

    電力量計は、構造上の違いから機械式と電子式に分けられる。  

 （１） 機械式電力量計                           

   図１に機械式電力量計の構造を示す。 負荷電圧と負荷電流の間の電磁作用を利用して回転円板

(アルミニウム製)を負荷の電力に比例した力で回転させ、この回転を歯車機構を介して表示装置

に伝達し、電力量を表示する構造となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       図１ 機械式電力量計の構造 (単相 2線式) 

 

主な構成部品と役割 

構成部品 役割の説明 

端子ボックス 

フェノール樹脂製の端子ブロックの中に、1S～

試験端子が組込まれており、電源から負荷に供

負荷電流を電圧コイル、電流コイルに接続する

電圧コイル、電流コイ

ル 

使用電力に比例した速度で回転円板を回転させ

イルは電圧鉄心に細い電線が数千回巻いてある

ルは負荷電流を直接流すため、太い導線を電流

ある。 

回転円板、上部軸受、

下部軸受 

回転円板は直径約 90mm、厚さ 0.8～1mm のアル

転が容易に確認できるよう黒色の試験標がある

中央を通過する位置に直径 2mm 程の穴があり、

孔という。回転円板は上部、下部軸受により支

表示装置、ウォーム 
回転円板の回転は、この軸に取付けられたウォ

装置に伝えられ、使用電力量の計量値として表

制動装置 
永久磁石で作製されており、回転円板(電気の導

を通る時、制動力を発生する。 

 3
端子ボックス
1L の電流端子と

給される電圧及び

。 

るもので、電圧コ

。また、電流コイ

鉄心に数回巻いて

ミニウム製で、回

。また、コイルの

これは、潜動防止

えられている。 

ームを介して表示

示される。 

体)が磁石の隙間



（２） 電子式電力量計 

電子式電力量計は図 2 に示すように、負荷電圧と負荷電流を乗算して負荷の電力に相当するパ

ルス周波数に変換する電力演算部と、このパルス周波数を積算・分周して負荷の電力量を求める

中央制御部と、この電力量を表示する表示器で構成されている。 

 

 
電子式電力量計 

  中央制御部 

 
供給電圧

 

 

流 
W 

I 

E 
電力演算部 

 

ｋWh 

表示器 
 
（パルス周波数

電流変換部 

電圧変換部 
 負荷電
 

 

 

 

 

 

図 2 電子式電力量計の構成 

(電力―パルス周波

数変換を行う。) 

電源部 

の積算・分周によ

り 1 パルスあた

りの電力量の重

み付けを行う。）

                           

                                  構成部と役割 

構成部 主な部品 役割の説明 

電圧変換部 
変圧器 
抵抗、ｺﾝﾃﾞﾝｻ 

負荷の電圧を電子回路が扱える電圧(E)に正確に下げる。
例：100V→3V 

電流変換部 変流器 
負荷の電流を電子回路が扱える電流(I)に正確に変換する。

例：30A→3mA 

電力演算部 IC E、I を掛算し、消費電力(W)を求める。 

中央制御部 IC 
電力演算部が求めた消費電力(W)を積算し、負荷の電力量

(kWh)を求める。 

表示器 液晶表示器 電力演算部が求めた電力量(kWh)を表示する。 

電源部 
変圧器、ｺﾝﾃﾞ
ﾝｻ、IC、抵抗 

電子回路に電圧を供給し、各部を動作させる。例：±15V 

 

  

基板例（電力演算部、中央制御部、表示器） 電流変換部例 

変流器 

（定格電流に応じて、二次側の回路定数を変えている。）

電子式電力量計 

（基板は、定格電流が

変わっても共通） 
電流導線 

（定格電流に応じて、直径等が異なる。）  
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特定計量器の検定等について 

 

１．目的 
 電気計器を含む特定計量器の構造及び器差が計量法で定める技術上の基準に適合したも

のについて、その使用を認めることとし、計量器の適正さを公的に担保することを目的と

する。 
 

２．関係条文 
  計量法第１６条、第７０条～第７４条、第９０条～第９６条 
 

３．電気計器に係る検定等の概要 
 取引・証明に使用する電気計器について、①日本電気計器検定所又は指定検定機関が行

う検定（構造検査及び器差検査）、②構造検査に合格した型式に対する指定製造事業者が

行う自主検査（器差検査）のいずれかにより、技術上の基準に合格しているかどうかを確

認している。 
 
          ＜初回＞                ＜２回目以降＞ 

 （指定製造事業者の場合） （検定有効期間のあるもの） 

 

 （日電検・指定検定機関の場合）
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製造事業者 

型式承認 

検定 
・ 構造 
・ 器差 

検定 
・ 器差 

取引・証明に使用 

製造事業者 

指定製造事業

者の指定 

型式承認 

自主検査 

計量器の使

検定 

取引・証明に

４．検定の対象となる電気計器の種類 
 計量法で定める特定計量器として、電器計器については３種類（最大需要電

計、無効電力量計）がある。 
資料７－３
用者 

使用 

力計、電力量



電気計器の検定有効期間について 

 

 計量法に基づき、電気計器を含む特定計量器の検定有効期間は、計量法施行令

規定されている。電気計器のうち、電力量計の検定有効期間は、以下の表に示す

 

○計量法施行令（平成五年十月六日政令第三百二十九号）別表第三（抜粋） 

特定計量器 

四 電力量計  

イ 定格電圧が三百ボルト以下の電力量計（変成器とともに使用されるもの及

（２）に掲げるものを除く。） 

ロ 定格電圧が三百ボルト以下の電力量計のうち、次に掲げるもの 

（１） 定格一次電流が百二十アンペア以下の変流器とともに使用されるもの

格一次電圧が三百ボルトを超える変圧器とともに使用されるものを除

（２） 定格電流が二十アンペア又は六十アンペアのもの 

（３） 電子式のもの（イ並びに（１）及び（２）に掲げるものを除く。） 

ハ イ又はロに掲げるもの以外のもの 

電力量計は、単独計器（家庭用）と変成器付計器（産業用）に分類される。上記

「イ」及び「ロ「（２）」が単独計器、その他が変成器付計器である。 

 
機械式の単独計器は、これまで、①定格電流１０A 計器を基本とし、②２０A

器、③３０A 及び１２０A 計器と計量性能及び耐久性能の向上が図られてきた。

検定有効期間も①は５年、②は７年、③は１０年と延長されてきた。 
一方、電子式の単独計器は、平成２年に開発され使用が開始されたものである

同様に有効期間は１０年であるものの、定格電流２０アンペア及び６０アンペア

機械式のみが使用されてきたことから、７年とされてきたところ。 
 
（単独計器の開発の推移と検定有効期間） 

単独計器の検

定有効期間 
 

５年 
 

７年 
 

１０年 
 

１０年 
 

１

 

家庭用 
 

１０Ａ 
 

２０Ａ 
 

３０Ａ 
１２０Ａ 

 
 

商店・工場（小

規模） 
 ６０Ａ １２０Ａ ２００Ａ ２
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の別表第三に

とおり。 

有効期間 

びロ 十年 

（定

く。） 

七年 

五年 

の表のうち、

及び６０A 計

これに伴い、

が、機械式と

については、

０年 

 
 

５０Ａ 



 

 

電気計器（主に家庭用の電力量計）に対する試験内容について 

 

 

１．型式承認について 

検定に際して１個１個、耐久性等の検査や電気的試験を行うことが破壊試験を伴うなど、物理的に

不可能な場合への対応を図るとともに、特定計量器の構造の複雑化や技術の高度化に対応すること

を目的に実施。 

 

２．構造試験項目の概要 

型式承認試験には約 30の試験項目があり、概要は以下のとおり。 

 １）基本性能試験 

計器の電気的特性等の基本性能を試験するもので、次の項目がある。 

①始動試験 【検則※第 714 条】 

微小電流値でも、計器が正常に動作

することを確認する試験。 

※特定計量器検定検査規則 

②潜動試験 

 

8W の電球

電

100V・80mA

 

 

（電気を使用しない場合）

気が消費されないときに計器が動作しない

微小な負荷電流でも計器が動作するこ
【検則第 738 条】 

電気が消費されないときに、計器が

計量しないことを確認する試験。 

8Wの電球

とを確認 
こ

1
00V・80mA 

スイッチ

OFF 
とを確認

1
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③電流特性 【検則第 716 条】 

負荷電流によって、計器の器差が変

化するため、定格電流の 3.3%から

100%負荷時における器差を測定す

る。 

 

④不平衡負荷特性 【検則第 717 条】 

1 側あるいは 3

端な場合を想

単相 3 線式の場合、

側のどちらかに多くの負荷電流が

流れる場合（不平衡状態）があり、

その様な状態でも、適正な計量を確

保する必要がある。 

型式承認試験では、極

定し、片側にのみ負荷電流を流し、

器差を測定する。 

電圧が変化したとき

が変わるかを調べるもので、定格電

圧の90%と110%の電力をそれぞれ計

器に加え、器差を測定し、器差の変

化の程度を測定する。 

 

周波数が変化したと

差が変わるかを調べるもので、定格

周波数の95%と105%の電力をそれぞ

れ計器に加え、器差を測定し、器差

の変化の程度を測定する。 

 

⑤電圧特性 【検則第 718 条】 

、どの程度器差

⑥周波数特性 【検則第 719 条】 

き、どの程度器

1側と３側で機器の使用状態が違う場合 
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⑦温度特性 

 

 

 

 

【検則第 720 条】 

温度が変化したとき、どの程度器差

上記

 

２）耐

計

①注

 

②耐

 

（寒冷・低温地域） 

の試験項目の他、基本性能

候性能試験 

器の耐候・環境性能を試験

水試験 

光試験 
が変わるかを調べるもので、周囲温

度を 10℃ごと変化させて器差を測

定し、器差の変化の程度を測定す

る。（-10℃から+40℃:強化耐候形で

+50℃） 

（猛暑・高温地域） 

試験には⑧自己加熱特性がある。 

するもので、次の項目がある。 

【検則第 743 条】 

計器の密封構造を調べるために行

う。 

【検則第 743 条】 

屋外で使用する場合、太陽光の影響

により、計器の内部及び外部におけ

る塗装並びに金属部分の進行性の

さび、ガラスカバー、銘板、試験標

および計量装置の劣化状態を調べ

る。 
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③塩水噴霧試験 【検則第 743 条】 

潮風の影響がある海岸地方で計器

を使用する場合、外部における金属

部分のさび、塗装の劣化を調べる。

④湿潤・亜硫酸ガス試験 

 

【検則第 743 条】 

屋外に取り付けた計器のカバーの

密封効力と端子部分を通じて行わ

れる通気効果を調べること、また、

公害等の原因となる亜硫酸ガスに

おいて、計器の内部及び外部におけ

る塗装並びに金属部分の進行性の

さびなどの影響を調べる。 

⑤高温・急冷試験 

 

【検則第 743 条】 

盛夏のころに夕立などがあった場

合を想定し、ガラスカバーの温度の

急激な変化により、ひび割れなどが

生ずるかどうかを調べる。 
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⑥塗膜の厚さ 【検則第 743 条】 

屋外で使用される計器（強化耐候形

計器）について、風雨にさらされる

環境で使用されるため、塗膜の厚さ

を調べる。 

（塗膜の厚さが 30 マイクロメート

ル以上） 

 

３）耐久性能試験 

計器の長期安定度を試験するもので、次の項目がある。 

①連続動作 【検則第 726 条】 

計器は、長時間使用することから、

耐久度の試験を行う。 

  計器を連続動作させたときに、どの

程度器差が変わるかを調べるもの

で、定格電流の電力を加え 1000 時

間連続回転させる前と後の器差を

測定し、器差の変化の程度を測定す

る。 
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４）その他の性能試験 

上記に含まれないその他の性能試験として次の項目がある。 

①器差変動 【検則第 726 条】 

軽負荷（定格電流の 3.3%負荷）に

おける計器の器差の安定性を測定

する。 

②逆方向電流による影響 【検則第 745 条】 

負荷電流が逆方向に流れたとき、

計器が動作しないことを確認す

る。 

③磁界による影響 【検則第 744 条】 

大電流が流れる導線の周囲に発生

する磁界が計器の器差にどの程度

影響するかを測定する。 
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④傾斜による影響 

 

【検則第 737 条】 

計器が取り付けられたときの傾斜

が計器の器差にどの程度影響する

かを測定する。 

⑤過電流による影響（第 1試験） 【検則第 739 条】 

計器の定格電流を超える大電流が

流れたときに計器の器差へどの程

度影響するかを測定する。 

（第 2試験） 短絡事故が発生したとき、遮断器

が動作するまでの極短い時間に流

れる大電流によって計器の器差に

どの程度影響するかを測定する。

【検則第 737 条】 

計器運搬時などの振動が、計器の

器差にどの程度影響するかを測定

する。 

⑥振動による影響 
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⑦衝撃による影響 【検則第 737 条】 

計器運搬時や取付作業中の衝撃

が、計器の器差にどの程度影響す

るかを測定する。 

⑧静電気等による影響（静電気,衝撃性雑音,電磁波障害） 【検則第 748 条】 

電子式計器の場合、静電気、電気

的雑音、電磁波が計器の器差及び

機能にどの程度影響するかを測定

する。 

上記の試験項目の他、その他の性能試験には、⑨温度サイクルによる影響、高温・高湿によ

る影響、⑩波形による影響、⑪停電による影響、⑫電圧不平衡による影響、⑬絶縁抵抗試験、

⑭電流コイル等の温度上昇がある。 

 

 

３．検定（器差試験項目）の概要 

  型式承認がされた計器については、検定（自主検査）時に以下の項目を試験する。 

①外観検査：銘板表記事項、塗装及び封印装置等の良否の確認 

②絶縁抵抗試験：絶縁性能が規定値以上であることを確認 

③潜動試験：電気を使用しない時に計量しないことを確認 

④始動試験：微小電力で計量することを確認 

⑤計量試験：表示機構が正しく計量していることを確認 

⑥器差試験：定格負荷電力から軽負荷電力までの試験点で、器差が規定値内であることを確認。 
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資料７－６ 
 

関係法令条文抜粋 

 

 

○計量法（平成四年五月二十日法律第五十一号） 

（検定証印） 

第七十二条  （略）  

２  構造、使用条件、使用状況等からみて、検定について有効期間を定めることが適当であると認

められるものとして政令で定める特定計量器の検定証印の有効期間は、その政令で定める期間と

し、その満了の年月を検定証印に表示するものとする。 

 

（審議会への諮問）  

第百五十七条  経済産業大臣は、次の場合には、審議会に諮問しなければならない。  

一  第二条第一項第二号若しくは第四項、第三条、第四条第一項若しくは第二項、第五条第二項、

第十二条第二項、第十三条第一項、第十六条第一項、第五十一条第一項、第五十三条第一項、

第五十七条第一項若しくは第七十二条第二項の政令、第十二条第一項の商品を定める政令又は

第十九条第一項の特定計量器を定める政令の制定又は改廃の立案をしようとするとき。 

 

○計量法施行令（平成五年十月六日政令第三百二十九号） 

（検定証印等の有効期間のある特定計量器）  

第十八条  法第七十二条第二項 の政令で定める特定計量器は別表第三の上欄に掲げるものとし、

同項 の政令で定める期間は同表の下欄に掲げるとおりとする。 
 

別表第三 （第十二条、第十八条関係） 

特定計量器 有効期間 

四 電力量計  

イ 定格電圧が三百ボルト以下の電力量計（変成器とともに使用されるもの及びロ（２）

に掲げるものを除く。） 

十年 

ロ 定格電圧が三百ボルト以下の電力量計のうち、次に掲げるもの 

（１） 定格一次電流が百二十アンペア以下の変流器とともに使用されるもの（定格一次

電圧が三百ボルトを超える変圧器とともに使用されるものを除く。） 

（２） 定格電流が二十アンペア又は六十アンペアのもの 

（３） 電子式のもの（イ並びに（１）及び（２）に掲げるものを除く。） 

七年 

ハ イ又はロに掲げるもの以外のもの 五年 

 


